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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 
（分科会資料６より抜粋） 
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「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ 

ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発／石炭利用プロセスにおけ 

る微量成分の環境への影響低減手法の開発／高度除去技術」 
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「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ 

ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発／石炭利用プロセスにおけ 

る微量成分の環境への影響低減手法の開発／高度除去技術」 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
石炭は可採埋蔵量、賦存域の観点から貴重なエネルギー源であるが、国内外

を問わず今後良質な石炭の安定的な入手が難しくなり、これまで問題にならな

かった水銀を初めとする微量元素の排出抑制の必要性が高まっている。本事業

はこのニーズに対応するものであり、石炭利用プロセスにおける微量成分、と

りわけ水銀の触媒酸化技術や電気集塵器および脱硫装置での水銀の挙動に対し

ての小型燃焼炉から大型燃焼炉での一連の成果が得られた。また、提案の高酸

化脱硝触媒＋低温集塵＋湿式脱硫システムが石炭火力発電施設の煙突出口濃度

3μg-Hg/kWh をクリアできる高度除去技術であることが実証されたことは、時

流を得た成果が得られたと高く評価できる。 
一方、従来の SOx、NOx、PM に加えて、水銀（Hg）、セレン（Se）、ホウ素

（B）を対象としている点は評価できるが、想定される他の重金属を含めて「総

合的な高度除去技術」（MACT（最大抑制可能技術）や BAT（最善適用可能技術））

であることを示して欲しかった。 
また、酸素燃焼、いわゆるオキシフューエル燃焼も対象にされているが、当

該プロジェクトにおけるその必要性が十分に明記されていない。酸素燃焼では 

排ガス循環を伴うため、排ガス中に酸性ガス濃度が高くなること、脱硫装置で

の水銀再飛散がある。一定の対応策は示されたものの、実用化に向けて施設全

体の改善も必要となるため、どのような場合にどの技術を組み合わせるのかを

含めて整理してほしかった。 
 
２）今後に対する提言 
小型炉から大型炉試験までのスケールアップを踏まえた実験成果を活用する

ため、適切な数値シミュレーションモデルを開発し、開発成果の迅速な実用化

が必要である。石炭利用による水銀をはじめとする微量成分の排出量の増大が

見込まれるインド、中国等アジア地域に、日本発の技術として積極的に成果を

展開していって欲しい。また、アジア地域特有の技術課題（例えば、プラント

構成や炭種に起因する課題）があれば、必要に応じて継続的な技術開発を行う

べきだと考える。 
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開発成果の活用に係る石炭の利用は、エネルギー情勢や戦略に影響を受ける

ものであることから、民間だけで成果活用の推進を図るには困難が伴う。この

観点から鑑みれば、事業終了後の NEDO の役割が重要であり、国内外へ積極的

に情報発信し、当該技術の新たな市場の開発に尽力する必要がある。また、プ

ロジェクト成果の公開性という観点に立てば、同業他社も類似プロジェクトの

研究開発を行っており、当該プロジェクトで得られた知的財産権で保護される

成果内容以外の成果が同業他社も利用できうる体制が必要になる。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
石炭はエネルギーセキュリティ上重要な燃料であるが、国内外を問わず今後

良質な石炭の安定的な入手が難しくなり、これまで問題にならなかった水銀、

セレン、ホウ素などの微量成分の排出に配慮が必要なケースが増えると予想さ

れる。これに対応し、燃焼に伴う環境対策において高い技術を有している我が

国が微量物質除去においても高いレベルを維持することは単に国内への技術導

入という面だけでなく国際的にも貢献するものであり、本事業目的は妥当であ

る。 
また、本技術開発は公共性も高いが、多額の資金を要するので、民間のみで

の推進は困難であり、NEDO が関与すべき事業であると評価する。 
一方、プロジェクト終了後、当該研究成果をどのように実用化して行くかの

具体的なロードマップを提示し、予想される課題を明確にすべきである。また、

本成果が国内の微量成分排出抑制に対して将来的にどのような貢献ができるの

かを明確にした方が良いと考える。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
現状で最も厳しい水銀規制値である北米並みの 3μg/kWh を開発目標として

おり、目標設定として妥当であると考える。また、試験規模をラボ、ベンチ、

パイロットと段階的にスケールアップしており開発の進め方として成果をだし

ている。また、プロジェクトの途中で、カナダ炭、米国炭に加え、水銀含有量

が比較的高い中国炭の燃焼試験を追加した点は高く評価できる。さらに、メー

カーを実施主体とし、基礎的知見、技術を有する大学による補完を加えるとい

う事業体制は適切であったと評価する。目標値として煙突出口の水銀濃度を設

定しているが、排煙処理はある除去レベルまでは、コストをかければ達成でき

るケースもある。実用化には本プロジェクトで開発した技術の競争力（例えば

コスト）が他の競合技術よりも優位であることを示すことも必要である。競合

技術とのベンチマークをしっかり行い、その結果を示すことや、目標除去コス
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トのような競争力を示す指標を目標の一部に設定することが有効であると考え

る。 
また、国内及び欧州など北米以外では集塵装置として電気集塵器(EP)が主流で

あるが、北米ではバグフィルタ(FF)も一部で使用されており、それぞれに対応

するための実験計画であったかに疑問が残る。 
 
３）研究開発成果について 
性状の異なる特徴的な 4 炭種で目標値である 3μg/kWh をパイロットスケー

ルの試験でクリアしており、研究成果は目標値をクリアしている。これは、世

界的に最厳な排出基準に対応できるもので、我が国の高い環境対策技術を知ら

しめる成果として、情報発信に努めることを期待する。さらに、空気燃焼と酸

素燃焼(OxyFuel)において、脱硝触媒(SCR)入口、脱硝触媒(SCR)出口、電気集

塵機(EP)入口、電気集塵機(EP)出口、脱硫装置(FGD)出口における金属水銀、

２価水銀、HCl、SO2などを測定し、各プロセスにおける分配割合や除去特性に

ついて、小規模から大規模の燃焼炉により解明がなされており、評価に値する。

一方で、本プロジェクトで開発した技術の革新性が見え難いのも事実である。

北米でも活性炭注入やハロゲン注入など様々な技術の開発が進められており、

開発した技術と競合技術のベンチマークをきちんと行い、高度除去技術として

開発した本技術の優位性を明確に示せると良いと考える。 
成果のまとめ、報告、情報発信にあたっては、本技術開発の新規制、開発要

素、および数値解析によるシミュレーションツール開発およびその解析結果が

明確に示されていない。極低濃度の微量成分のプラント内での挙動は複雑であ

るので、シミュレーション技術は重要である。また、酸素燃焼に対しては、除

去ニーズ、除去基準、排煙処理フロー（含、CO2回収）が空気燃焼とは異なる。

空気燃焼の場合と同じ範疇で扱える部分、酸素燃焼に特化すべき部分等に配慮

した成果の取りまとめをして欲しい。大学側で実施された除去技術はキレート

樹脂であり、基礎研究としての成果は理解できるが、既存技術との比較、実用

化の観点から技術開発課題を抽出すべきであったと考える。 
 
４）実用化の見通しについて 
クリアしなければならない目標値を適切に設定し、大型炉での試験結果によ

り実用化の技術見通しは得られたと評価できる。北米とともに中国やインドに

おいても発電所から排出される水銀量の規制強化が検討されている。今後の事

業展開に期待が持てる。 
しかしながら、実用化に対するロードマップが不明瞭であり、開発の各段階

でのマイルストーンが明確でない。 



 

11 

また、日本の開発技術が進むべき方向性、中国を含む海外ばかりでなく国内市

場に向けた競合メーカーの動向、競合技術と差別化の程度、コスト競争力等の

見通しも示して欲しかった。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 
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４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.8 A A A A B A
２．研究開発マネジメントについて 1.8 B B B B B C
３．研究開発成果について 2.2 A B B B A C
４．実用化の見通しについて 1.8 B B B B B C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A ・非常によい         →A 
・重要            →B ・よい            →B 
・概ね妥当          →C ・概ね妥当          →C 
・妥当性がない又は失われた  →D ・妥当とはいえない      →D 
２．研究開発マネジメントについて  ４．実用化の見通しについて 
・非常によい         →A ・明確            →A 
・よい            →B ・妥当            →B 
・概ね適切          →C ・概ね妥当であるが、課題あり →C 
・適切とはいえない      →D ・見通しが不明        →D 

平均値 


